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研究成果の概要： 
 第１次世界大戦後に地域的認識として生まれてきた「東欧」は冷戦の終了後に東中欧と南東

欧（バルカン地域）とに区分されてきた。当然ながら、2007 年 1 月のルーマニア、ブルガリア

の EU 加盟以後はバルカン地域内でも分化が明らかである。今後のヨーロッパの安全保障上の優

先順位は「西バルカン」（旧ユーゴ諸国からスロヴェニアを除き、アルバニアを加えた地域）で

あり、各国の政治動向もそれに沿っている。他方でルーマニア、ブルガリアは EU 加盟後の経済

的競争力強化が課題でありつつも、特にルーマニアはその地政的位置から独自の外交を意図し

ている。最後にバルカン諸国間の地域協力は萌芽段階ながら見られている。 

 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2005 年度 7,800,000 2,340,000 10,140,000 

2006 年度 13,100,000 3,930,000 17,030,000 

2007 年度 13,100,000 3,930,000 17,030,000 

2008 年度 2,200,000 660,000 2,860,000 

  年度  

総 計 36,200,000 10,860,000 47,060,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：政治学・国際関係論 
キーワード：バルカン、ヨーロッパ、ＥＵ、国際政治、国際経済、比較政治、比較経済 
 
１．研究開始当初の背景 
 EU の東方拡大第一弾が 2004 年 5 月に実現
され、旧・東欧の北部・中部たる東中欧（ポ
ーランド、チェコ、スロヴァキア、ハンガリ
ー、スロヴェニア）が EUに加盟した。以後、
東方拡大の焦点が南東欧の「バルカン地域」
に移動することになった。 
 他方でバルカン地域の実質的な政治的「激
動」は東中欧より数年遅れ、政治は依然とし
てポスト冷戦時代として見ることも可能で

あった。特に激しい内戦を経験した旧ユーゴ
諸国にはそれが当てはまろう。 
 以上を踏まえて、新たな政治・経済的段階
を迎えるバルカン地域がどのような現状に
あるのかについて共同研究を実施する必要
性を強く認識していたのである。 
 
２．研究の目的 
 以下の二点が主たる研究目的である。 
 



(1)各国固有の政治の動向とそれがバルカン
地域秩序に与える影響を分析すること 
 
(2)バルカン地域の動向が EUの内部構造や政
策方針に与える影響を分析すること 
 
３．研究の方法 
 以下の研究方法が主であった。 
 

(1)海外の現地調査：最終年度 2008 年度を
除き、研究代表者・研究分担者が行った海外
の現地調査が中心的な研究作業であった。 

 
(2)海外での交流セミナーの開催：(1)の一

貫として、海外の研究所をカウンターパート
として現地の日本大使館の協力も得て交流
セミナーを開催した。交流セミナーは 2008
年度以降も他のファンドによって継続され
ている。カウンターパートは、クロアチアの
国際関係研究所（2006 年度～）、セルビアの
国際政治経済研究所（2007 年度～）、ルーマ
ニアのヨーロッパ研究所（2006 年度）であっ
た。 
 
(3)国内における研究会の開催：2005～2007
年度は研究打ち合わせや研究の中間報告を
目的として、年に数回の国内研究会を神戸大
学において行った。 
 
(4)内外の学会への参加：本研究プロジェク
トにおいて行った研究について、その内容の
検討や微調整の為に内外の研究者との議論
を行った。(2)はそのひとつの試みでもある。
その他に、日本比較政治学会 2007 年度研究
大会、日本国際政治学会 2008 年度研究大会
においては応募企画としてセッションを組
織し意見の交換を行った。また各自がそれぞ
れの自主的に内外の学会やセミナーにおい
て意見交換を行ったことは言うまでもない。 
 
４．研究成果 
（記載の順序は、研究分担者（研究代表者も
含む）姓のアルファベット順に従っている） 
 
(1)林忠行 

おもに 2つのテーマについて研究を行った。 
①東欧地域認識の起源：「東欧」という地

域認識は第二次世界大戦後の欧州東部にお
ける社会主義政権の成立、もしくはソ連によ
る勢力圏の形成と結びつけられて理解され
ているが、それとほぼ重なる地理的空間をひ
とつの地域としてとらえる認識は、第一次世
界大戦期のこの地域の亡命政治家たちの認
識の中で形成されていた。その形成過程をチ
ェコスロヴァキア独立運動の指導者であっ
た T・G・マサリクの言説を材料にして明ら
かにした。 

②東中欧諸国の政党システム形成：1990 年
以降のヴィシェグラード 4か国での国政選挙
において第 1党と第 2党の地位を得た政党の
相対的な位置関係の変遷を比較し、1992～94
年に実施された選挙で基幹政党とのひとつ
が現れ、その立ち位置がもうひとつの政党の
立ち位置に影響を与えたこと、主要政党が単
独で選挙に臨んだのか、連合を組んだのかと
いう選択は、その後の政党システム形成の時
間に影響を与えたこと、全体として、社会経
済政策の左右軸に沿ってシステム形成が進
んでいることなどを明らかにした。この方法
は、中東欧諸国だけでなく、一定の条件の下
で南東欧諸国においても応用可能であると
考えている。 
 

(2)飯田文雄 
本研究では、バルカン地域の近年の政治的

変動を考察する上で不可欠の要因を成す、民
族紛争とその安定化に関する政治学的諸理
論、特に多民族を同一共同体内に留めつつ平
和的共存を目指す多文化主義理論と、むしろ
民族の共存不可能性を前提に各民族の自律
化を目指す分離独立理論の最新動向を整理
しつつ、これら諸理論がバルカンの非リベラ
ルな政治文化に適用され得る可能性につい
て考察した。その結果、①多文化主義理論の
側では、その代表論者である W. Kymlicka ら
によって、非西洋的で非リベラルな政治文化
下における多文化主義の可能性に関する研
究が開始されつつあり、その過程で東欧やバ
ルカンにおける多文化主義の可能性も模索
されつつある、②他方分離独立論の側では、
その主要論者である A. Buchanan などが、既
に分離独立の不可能性を自覚しつつむしろ
多民族共存国家を前提にした民族自決権の
研究にシフトを開始している、③このように、
二つの理論動向が民族共存という前提を共
有する中で、非リベラルな文化中での民族共
存を可能にするための鍵概念として、集団か
ら不当な抑圧を受けた際に個人が自由意思
で集団を離脱する権利を担保する、いわゆる
脱出権理論の研究が活性化しつつあること、
等の知見が得られた。こうした知見の一部は
APSA2006、2007 における研究分担者の多文化
主義に関する英語報告等の中で公表した。 
 

(3)久保広正 
欧州においては、東中欧諸国を中心とする

第 5次 EU 拡大前後から、域内貿易量が急拡
大している。その背景の一つは、生産フラグ
メンテーション(Production Fragmenta- 
tion）が進行している点である。具体的には、
サプライ・チェーンを複数の生産プロセスに
分解（fragment）、それぞれの生産プロセス
に適した立地条件を有する国・地域を選択し、
これらの地域に各生産プロセスを分散立地



させることである。例えば、製品の開発はド
イツで、部品の生産はポーランド、アセンブ
リーをクロアチアで行い、それぞれの生産拠
点をリンクさせ、最終製品を独・仏あるいは
米国・日本で販売するといった生産パターン
である。 

こうした生産フラグメンテーションを引
き起こす要因として重要とみられるものは、
輸送費の削減である。ここで輸送費とは、狭
義の物理的輸送費だけではなく、関税・非関
税障壁、さらには異なった通貨間の交換に起
因する為替レートの存在も含まれる。 

関税同盟の成立、市場統合措置、通貨統合
の実施、EU 拡大、バルカン諸国との貿易自由
化などを通じて、バルカン諸国を含む欧州全
域に生産拠点を分散設置しても、一国内に完
結した生産システムを設ける場合に比較し
て、コストが格段に増加することはない。む
しろ各生産プロセスに最適な生産地を選択
することにより、コストダウンが可能となる。 
 
(4)増島建 

フランス・EUの対バルカン政策の分析にあ
たった。得られた知見のうち主たる点は以下
の通りである。第一に、フランスは、1990 年
代国連 PKO において主導的役割を果たし、ま
た安定化の段階においては EU の中心国とし
て大きな役割を果たしてきた。いずれの段階
においても、地域的目標と国際機関における
影響力の強化という 2つの契機をフランスは
追求してきたが、両者の間で整合性を確保す
ることがフランス外交にとっての課題とな
っている。第二に、西バルカン地域（旧ユー
ゴスラビア連邦構成共和国からスロベニア
を除く各国）はフランス外交における優先地
域と位置づけられており、①安定化、②民主
化、③ヨーロッパ接近、の 3つの目的を掲げ
ており、事実上 EU の名の下に行われてきた
政策にフランスの政策は収斂してきている。
第三に、EU は①については、共通外交安全保
障政策の枠組みで政府間組織として平和維
持・危機管理を実施してきたが、他方②そし
て特に③においては共同体（EC）として巨額
の資金援助(2000年から2006年には465億ユ
ーロ)を行い制度建設に向けた支援を実施し
てきており、EU における 2つの制度間の調整
が課題となっている。 
 
(5)六鹿茂夫 

ルーマニア外交が、安全保障に重点を置く
「東方外交」と、経済関係を重視する「EU 外
交」の 2つに分かれて展開されていることを
理解した。前者については、アメリカとの同
盟を背景に、ルーマニアが黒海地域でイニシ
アティヴをとろうをしてきたこと、その結果
が 2006 年 6 月の「黒海フォーラム」の創設
となって結実したことを確認した。また、ル

ーマニアのみならずブルガリアの主張が実
って、ドイツ議長国の下、EU は 2007 年春に
黒海シネルジーという地域協力を、ENP とは
別枠で設けるに至った。 
 
(6)大庭千恵子 
旧ユーゴスラヴィア・マケドニア共和国は、

人口の 6割を占めるスラヴ系のマケドニア人
とアルバニア人を始めとする民族的少数派
が多数存在する多民族国家である。旧ユーゴ
スラヴィア解体過程においては、唯一流血の
事態を避けつつ独立を達成したものの、1999
年コソヴォ紛争に伴う難民流入およびアル
バニア系武装勢力の活動の影響を受け、2001
年には共和国内でも民族間の武力衝突にい
たった。本研究では、国際社会の介入により
成立した、民族的少数派の政治的および法的
立場を保証する体制の導入合意（通称オフリ
ド合意）の内容とその実施過程について、マ
ケドニア語による一次資料の分析および
2007 年 3 月に実施した現地調査に基づき、確
認した。具体的には、少数民族言語の公用語
化と教育の保障、警察を始めとする公職にお
ける民族的少数派の任用、地方分権化につい
て、2001 年から 2007 年にかけての同共和国
内の政治勢力図の変化を押さえつつ、検証し
た。検証の結果、旧ユーゴスラヴィア・マケ
ドニア共和国では、民族的少数派の政治的・
法的立場の保証体制は着実に進展しており、
現在焦眉の課題は民族間対立よりもアルバ
ニア人勢力内部での対立に移行しつつある
との知見を得た。 
 
(7)定形衛 
本研究において研究分担者（定形）は、毎

年実施されてきた国際問題研究所（クロアチ
ア）、国際政治経済研究所（セルビア）にお
ける国際会議で報告すべく成果をとりまと
めてきた。つまり、クロアチアを焦点にした
研究では、体制転換後の社会変容について、
国家（クロアチア）、南東欧（バルカン）、ヨ
ーロッパおよび国際社会の各レベルから捉
え、人々のアイデンティティの変化を検証す
ることに眼目が置かれた。また、セルビアを
焦点にした研究では、ミロシェヴィッチ以後
のセルビア外交の変容をとくにバルカン外
交の側面から検討した。いずれも具体的には、
EU と NATO という二つの機関への加盟の進捗
状況とその国内的、対外的意味についての分
析を行うと同時に、南東欧の地域協力と EU、
NATO 加盟の相互関係を検討し、後者 2機関へ
の加盟が南東欧の地域協力を阻害し、分断を
誘引している側面を指摘しようとした。 
 
(8)坂井一成 
EU（欧州連合）研究の立場から、EU にとっ

てバルカン諸国（とりわけ西バルカン）がど



のように位置付けられ、どのような政治的重
要性を持つのかについて検討を進めた。 
 EU は 2004 年に旧東欧地域への拡大を実現
し、広域ヨーロッパとしての政治的安定と経
済的発展に向けて大きく舵を切ったが、未加
盟の西バルカン諸国についても、中長期的に
は「潜在的加盟候補国」とみなして加盟を前
提としている。西バルカン地域は、1990 年代
のユーゴ紛争の傷跡を依然として各地で背
負っており、EU としては、再度の「バルカン
化」は EU としての政治・経済の安定・発展
を大きく損なうとの懸念がある。地政学的に
も、東バルカンのルーマニア、ブルガリアが
加盟したことで、南のギリシャもつなげると、
西バルカンは文字通り EU に取り囲まれた地
域となり、この地域の不安定化は、EU の安全
保障を直接に脅かすものとなりうる。 
 EU にとって、西バルカンの安定維持は不可
欠の政治案件となっているのであり、2003 年
の「欧州安全保障戦略文書」（通称「ソラナ・
ペーパー」）以降、EU として EU とアメリカと
の国際安全保障上の役割分担を明確化する
共通外交安全保障政策を進めるなかにおい
ても、バルカンの安定は中核的な重要性を持
つことが明らかになった。特に「欧州安全保
障戦略文書」では、ユーゴ紛争を反省材料に
「人間の安全保障」に基づく安全保障政策を
軸に据え、これをバルカンに適応する施策を
打ち出しており、バルカンでの再「バルカン
化」はこの戦略を根底から否定することにな
りかねない。 
 バルカンは、EU 自身の安定とともに、EU
のグローバルな外交・安全保障戦略の試金石
ともなっている。 
 
(9)菅原淳子 
ブルガリアの EU 加盟とその課題、及び冷

戦後のバルカンにおける地域協力の可能性
を研究課題としてきた。ブルガリアの EU 加
盟の課題に関しては、2005 年 8 月にブルガリ
ア外務省で聞き取り調査を行い、加盟を控え
て司法制度改革、農業政策、汚職の防止など
の部門で努力が必要とされていることが明
らかとなった。2007 年 1月に EU 加盟は実現
したが、上記部門に関しては EU の監視が継
続されている。 
 地域協力の可能性に関しては、ブルガリア
を中心に 2回の現地調査を行った。バルカン
地域の安定と発展のためには域内諸国間の
協力は不可欠であり、EU も加盟を申請した諸
国に対し、地域協力の進展を求めている。地
域協力の具体的な事例として、Danube21（ブ
ルガリア･ルーマニア･セルビア）、Belasitsa
（ブルガリア・マケドニア･ギリシア）, 
Mesta-Nestos（ブルガリア･ギリシア）の 3
箇所の越境協力（Cross Border Cooperation）
の現地を訪れ、各自治体で聞き取り調査を行

った。いずれの協力も始まったばかりであり
財政難を抱えているが、文化交流、人的交流
のほか観光や環境保護、ビジネスの分野で着
実に国境を越えた協力が進んでいることが
明らかとなった。 
 
(10)月村太郎 
 クロアチア、ボスニア、セルビアについて
以下のような知見を得た。 
 ①クロアチア：独立前の国土を回復したク
ロアチアにとって、最も優先されるべきは EU
加盟であった。その政治スタイルなどから国
際社会から非難を受けていた「建国の父」ト
ゥジマンが 1999 年 12 月に死亡し、ICTY によ
って突き付けられていた戦犯引き渡し問題
も 2005 年 12 月に解決された。クロアチアは
NATO にも 2009 年 4 月に加盟した。スロヴェ
ニアとの領海問題や EU の機構改革問題があ
るが、クロアチアが次期 EU 加盟国の第一候
補であることは間違いない 
 ②ボスニア：ボスニアはデイトン合意の故
に国家統合が困難に陥っている。デイトン合
意による「国内国」、ボスニア連邦とセルビ
ア人共和国に内政の実権が委譲されており、
しかも両「国内国」においては民族主義政治
家が依然として大きな影響力を有している。
戦時の社会経済構造の抜本的改革が行われ
ていない為に政治的刷新が困難である。中央
集権化を意図する憲法改正は「国内国」の反
対により失敗し、国家統合強化の目処が立た
ない。しかもコソヴォ独立が、ボスニア内の
セルビア人の独立志向を刺激している。 
 ③セルビア：「戦後」のセルビアにとって
の問題は、EU加盟とコソヴォの独立阻止との
どちらを優先するかであった。コソヴォ内戦
に勝利したと理解していたアルバニア人は
早急の独立を強く求め、コソヴォは 2008 年 2
月に時間切れで独立を強行したのである。
2008 年 5 月の議会選挙において EU 加盟が選
択されたが、経済的現状においては政府に対
する不満が高まるだけである。しかもロシア
がバルカン地域における復権を狙って、セル
ビアに更に接近してくるならば、セルビアの
政治は一層不安定化してくるであろう。 
 
(11)吉井昌彦 
本研究プロジェクトでは、ブルガリアとル

ーマニアという、東中欧諸国から見れば市場
経済移行が遅れて進んできた南東欧諸国に
ついて、EU 加盟の進展と競争力の観点から分
析を行った。その結果、次の点が明らかとな
った。 
①ブルガリアについては、2007 年 1 月に

EU 加盟を果たしたとは言え、EU との譲許条
件の解決、ユーロ採択、そして汚職や組織犯
罪への対応と残された課題は少なくない。そ
の中でも、既 EU 加盟国との競争力格差を縮



小し、所得水準を引き上げていくかというこ
とが今後の課題である。 

②ルーマニアについては、ブルガリアと同
様に、譲許条件の解決など、多くの課題が残
されている一方で、原油価格の高騰や民間へ
の信用供与の拡大などから、マクロ経済安定
化への強化も IMF から求められている。 

③これらの南東欧新規 EU 加盟国は、EBRD
の移行指標やコペンハーゲン EU 加盟基準か
ら見て、移行の第 1フェーズは終えたと言え
るが、第 2フェーズや競争力強化の問題はこ
れからであり、両国で出来上がった市場経済
システムも、「カクテル」型市場経済システ
ムとも言うべき歪んだ市場経済システムで
あり、市場経済移行はなお未完成である。 
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